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建築用ガスケットの耐久寿命推定手法に関する研究 
                                         寺内 伸 

 

Ⅰ章 耐久寿命推定手法の検討プロセス 

 近年、住宅品確法の制定・建築物に対する長寿命化に

より建築材料・工法の品質保証がより厳しく要求される

趨勢にある。従来寿命予測手法としては図 1 に示すアレ

ニウスプロット法が用いられているが、寿命推定手法に

不可欠な熱劣化促進温度・促進時間・実際に暴露されて

いる表面温度(以下、実使用環境温度)などの検討は十分

行われていたとは云い難く信頼性に乏しかった。 

 この報文は、建築用ガスケットについて、屋外暴露試

験結果と熱劣化促進試験結果を対比し、その相関性を明

らかにしアレニウスプロット法による短期間かつ信頼性

の高い寿命推定手法を検討した結果を報告する。 

 

図 1 アレニウスプロット法 

 

Ⅱ章 ゴム系ガスケット（EPDM 系） 

 ゴム系建築用ガスケットの耐久寿命推定手法と寿命推

定の事例について報告する。それらの寿命推定の研究は

多いが、寿命推定方法・条件が千差万別で、個々の報告

の特殊解に限られるとともに推定手法の信頼性が十分で

はなかった。なお紙面の都合上ゴム系ガスケットの代表

事例として EPDM ガスケットの検討事例を報告する。な

お、試験体は JIS A 5756 に基づき 2ｍｍ厚シートとした。 

１．試験体の種類・熱劣化促進試験条件 

 試験体の種類および熱劣化促進試験条件を表 1 に示す。

このうち-60・-70 は、各々硬度の違いを示す。それらの

用途は、上から順に構造ガスケット、気密ガスケット、

気密・目地・ビル用グレイジングガスケット、目地・ビ

ル用グレイジングガスケット、気密ガスケット､ビル用グ

レイジングガスケット用である。 

 各温度条件とも所定の時間ごとに試験体の一部を取り

出し、引張り強さ(TS)、伸び(Eb)、100％モジュラス

(M100)、硬度(HA)を測定した。 

表 1 熱劣化促進試験条件 

 

２．初期値の検討 

 EPDM の初期値は諸々の検討を行った結果、表 2 の様

に設定した。 

表 2 EPDM の初期値 

 

３．熱劣化促進試験結果 

 熱劣化促進試験結果の事例として EP-60 の試験結果を

図 2 に示す。この図をみると、どの物性値についても促

進試験開始より単調増加または減少傾向がみられるが、

詳細な回帰分析を行った結果、Eb の回帰式が最も寄与率

が高く、経年変化の指標として適当であることが分かっ



 

た。これに対して TS は低温時の変化が小さく、変曲点

が存在するため指標としては不適当であった。また、M100、

HA は回帰式の寄与率は高いが若干の変曲点が存在するた

め指標として採用する際は検討を要することが分かった。

また熱劣化促進試験条件は、設定した寿命によって異な

るが概ね促進温度 80～170℃で促進時間は最大 4800 時間

程度が適切であることが分かった。 

 Eb について得られた回帰式を用いてアレニウスプロッ

トを行った結果を図 3 に示す。Eb、M100 について実使用

環境温度を 16.5℃、23℃、30℃、40℃、50℃と仮定した

場合の寿命推定結果の算定事例と 5 年間の屋外暴露試験

結果より求めた暴露換算温度を表 3 にまとめて示した。 

 表 3 に示した、実使用環境温度 16.5℃および Eb 変化

率 16%という設定は各々5 年間の屋外暴露試験の結果得

られたシート表面温度の平均値および Eb 変化率である。

アレニウスプロットの結果得られたこの条件に於ける寿

命 0.2 年は実際の暴露期間 5 年より短い結果となってい

る。これに対して Eb 変化率を 80%と設定したときの推定

寿命は明らかに実際より大きな数値となっている。 

 また、5 年間の屋外暴露試験の結果得られた暴露換算

温度-33.8℃は、実際より明らかに低い温度であるのに対

し、暴露 30 年の結果より寿命推定を行った皆葉、小柴

らの研究では、暴露換算温度は 22℃と実際より若干高い

数値であった 1)。 

 以上のことから、暴露期間が短い領域では熱劣化促進

試験の方が屋外暴露より厳しい条件であるが、暴露期間

が長くなるにつれて屋外暴露の方が熱劣化促進試験より

厳しい条件になることが示唆される。 

 この要因としては、風雨、紫外線、オゾン、ヒートサ

イクルといった、熱以外の劣化因子の存在が考えられる。 

４．まとめ 

・EP-60 の寿命推定のための熱劣化促進試験の適切な促

進温度と促進時間は、概ね 80～170℃、最大 4800 時間

である。 

・経年変化の指標として適当な物性値は Ebである。 

・5 年間の屋外暴露試験に於ける実使用環境温度は

16.5℃、Eb の変化率 16%であるが、アレニウスプロッ

トでのこの条件に於ける寿命は 0.2 年である。 

 

 
図 2 熱劣化促進試験結果（EP-60） 

表 3 アレニウス式と寿命推定の事例（EP-60） 

 



 

 

図 3 アレニウスプロット（EP-60） 

 

・屋外暴露 5 年間の暴露換算温度は Eb を経年変化の指

標とした場合-33.8℃、M100 の場合-2.4℃であり、30 

年間の場合の既往の研究結果 22℃より低い値となった。 

 

Ⅲ章 樹脂系ガスケット（TPE 系） 

 樹脂系ガスケットは、熱劣化促進試験において促進時

間に対する経時変化の傾向がゴム系ガスケットと比較し

て大きく異なることがわかった。それゆえ、アレニウス

プロット法による寿命推定の手法も相違することが予想

され、ゴム系ガスケットとは別に樹脂系ガスケットの耐

久寿命推定手法の検討事例を報告することにした。なお、

本報告では樹脂系ガスケットの代表事例として TPE の検

討事例を報告する。試験体はゴム系ガスケット同様素材

の 2ｍｍ厚シートとした。 

１．試験体の種類・熱劣化促進試験条件 

 試験体の種類・熱劣化促進試験条件を表 4 に示す。こ

のうち試験体記号末尾の-60、-70 はそれぞれ硬度 60 ﾟ、

70 ﾟ を示す。 

 ゴム系材料と同様に各温度条件とも所定の時間ごとに

試験体の一部を取り出し、引張り強さ(TS)、伸び(Eb)、

100％モジュラス(M100)、硬度(HA)を測定した。 

表 4 熱劣化促進試験条件 

 

 

図 4 熱劣化促進試験結果（TEP-60） 

 

 
図 5 促進試験温度と変動開始時間の関係（TPE-60） 

 

２．初期値の設定 

 一般に、架橋型熱可塑性エラストマーは通常の熱成形



 

によって物性値が変動する要因がないため、熱劣化促進

試験前の測定データが初期値となる。設定した初期値を

表 5 に示す。 

表 5 TPE の初期値 

 
 

３．熱劣化促進試験結果 

 TPE-60 の熱劣化促進試験結果を図 4 に示す。この図

をみると、促進試験開始よりある時間まではほとんど経

年変化が見られない安定領域と、その時間(以下、変動開

始点)を超えると急激に経時変化が見られる変動領域があ 

表 6 Ebの回帰式算定事例（TPE-60） 

 

 
図 6 促進試験温度と変動領域における Ebの 

回帰式の傾きの関係 

ることが分かる。Eb の回帰式算定事例を表 6 に示す。こ

の表をみると、変動領域の回帰式は寄与率が高いのは明

らかである。なお変動開始点は、図 4 よりビジュアルに

数点仮定してそれぞれ変動領域の回帰式を算定し、寄与

率の最も大きな回帰式と、測定値の標準偏差との関係か

ら推定する方法を採った。安定領域の回帰式を考慮しな

かった理由は、物性値の温度変化がないため寄与率が低

いことは明らかであることによる。変動開始時間と変動

領域の回帰式の傾きの温度依存性を図 5 および図 6 に示

す。この結果をみると促進温度が高いほど、変動開始点

以後の経年変化が大きいことが分かる。 

 実使用環境温度を 23℃、30℃、40℃、50℃を仮定しア

レニウスプロットによる寿命推定を行った事例を表 7 に

示す。ただし、この結果は実際の暴露結果と対比してな

いので、紫外線・オゾンなどの劣化要因に対する影響は

含まれていない結果である。 

４．まとめ 

・TPE-60 の寿命推定のための熱劣化促進試験の促進温度

と促進時間は 100～150℃、12000 時間である。 

・熱劣化促進試験での経年変化の傾向は安定領域と変動

領域があり、変動開始点を特定した。また寿命推定に

は変動開始点以後の経年変化の回帰式を使用すること

が好ましい。 

・経時変化の指標として適当な物性値は、Eb・TS・M100 

である。 

・5 年間の屋外暴露による経年変化が見られなかったこ

と、実建物の調査事例がなかったことにより、暴露換

算温度を特定されなかった。 

表 7 アレニウス式と寄与率・算出された寿命(TPE-60) 
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